　

宿泊施設利用助成金交付要領
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成元年３月７日決定）
１　趣　　旨
　　この要領は，保健事業の一環として実施する宿泊施設利用助成金の交付に関し，必要な事項を定めるものとする。

２　交付対象
　(1) 組合員
　(2) 組合員の配偶者及び子供（子供のうち就労している者を除く。）
　(3) 組合員の被扶養者
３　交付対象施設
　　利用助成金交付対象の施設は，地方職員共済組合広島県支部長（以下「支部長」という。）が別に定める。
４　利用助成額
　(1) 利用助成額は１泊 2,000円とする。
　(2) １人の宿泊料金が１泊2,000円未満の場合は 1,500円とし，宿泊料金が１泊1,500円未満の場合は助成しない。

５　利用助成の対象期間

各年度の４月１日から３月３１日までとする。
６　利用助成の申請制限
　(1) １回の旅行における連続での利用助成金対象宿泊数は３泊までとする。
　(2) 公務出張での宿泊及び公務出張期間の前後の私用での宿泊は，助成しない。

７　利用助成の制限

　　利用助成は，１組合員(組合員の配偶者・子供及び被扶養者を含む。)につき，宿泊利用年度ごとに１５枚の申請を限度とする。
８　申請書
　(1)　利用助成金の交付を受けようとする者は，別記様式第１号の宿泊施設利用助成金交付申請書（以下「申請書」という。）の必要事項欄（太線内）にあらかじめ記入し，宿泊施設の証明を受けた後，領収書（原本）を添付して支部長（福利課）に提出しなければならない。
　　　なお，宿泊施設の証明印及び領収書がない場合は，助成しない。

(2) 前項の申請は，利用助成に係る宿泊日の属する年度の翌年度４月１０日までに行うものとする。

９　助成金の交付
　（1）　支部長は，申請書を受理したときはこれを審査し，適当と認めるときは利用助成金を交付するものとする。
　（2）　助成金の支払は，毎月末日（３月分は４月１０日）までの申請に対し，原則として，翌月の末日（１２月は２８日，３月は３０日）とする。ただし，当日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第178号）に定める休日又は土曜日若しくは日曜日に当たる場合は直前の金融機関の営業日に助成金を交付する。

10　利用助成金の返還
　　支部長は，利用助成金の交付を受けたものが次の各号に該当するときは，利用助成金の全部又は一部を返還させるものとする。
　(1) 申請書に虚偽の記載があったとき。
　(2) 利用助成金交付の条件に違反したとき。
11　適用年月日
　　この要領は，平成元年４月１日以後の宿泊から適用する。
　(1) 一部改正（平成２年３月）
　　　改正後の要領は，平成２年４月１日以後の宿泊から適用する。
　(2) 一部改正（平成５年３月）
　　　改正後の要領は，平成５年４月１日以後の宿泊から適用する。
　(3) 一部改正（平成７年３月２７日）
　　　改正後の要領は，平成７年４月１日以後の宿泊から適用する。
　(4) 一部改正（平成９年３月１８日）
　　　改正後の要領は，平成９年３月２４日以後の宿泊から適用する。
　(5) 一部改正（平成１３年３月２７日）
　　　改正後の要領は，平成１３年４月１日以後の宿泊から適用する。
　　　ただし，経過措置として平成１２年度以前の利用分については，平成13年度中に請求があった場合，制限数にカウントしない。平成14年度以降は前年度以前利用分についても，当該年度の申請件数としてカウントする。

（6）一部改正（平成１８年３月３１日）
　　　改正後の要領は，平成１８年４月１日以後の宿泊から適用する。

　平成１７年度以前の利用分については，宿泊利用年度ごとに，これまでの宿泊利用と

合わせて，改正前の各年度の申請限度まで申請を認める。

（7）一部改正（平成２３年４月１日）
　　　改正後の要領は，平成２３年４月１日以後の宿泊から適用する。ただし，　　　平成２２年度の利用分については，平成２３年度中に請求があった場合は，平成２２年度利用分としてカウントする。

（8）一部改正（平成３０年４月１日）
　　　改正後の要領は，平成３０年４月１日以後の宿泊から適用する。
（9）一部改正（令和４年７月７日）

　　　改正後の要領は，令和４年７月７日以後の宿泊から適用する。
